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自治体に求められる内部統制制度と
議会の役割
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地方公共団体の内部統制制度の導入

 「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」
の公表（2019/3）

 都道府県・指定都市に関する内部統制に関する方針策定等が義務付
け（2020/4～）

 都道府県・指定都市以外の地方公共団体において、内部統制制度に
関する方針策定等は努力義務

 地方公共団体における内部統制制度の導入・実施のガイドラインの
見直し検討中（民間ガイドライン改訂への対応）



地方公共団体における内部統制制度の必要性

4
出典：総務省 地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会 第１回 資料４ P13

 地方公共団体においても内部統制制度の充実が求められています
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内部統制の効果と議会の役割

出典：総務省 地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会 第１回 資料４ P15をもとに講師加筆
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(1) 地方公共団体における内部統制
(2) 内部統制に関する留意点・内部統制の限界
(3) 内部統制に関係を有する者の役割

(1) 内部統制に関する方針の策定
(2) 内部統制に関する方針の公表
(3) 内部統制に関する方針の見直し

(1) 全庁的な体制の整備
(2) 業務レベルのリスク対応策の整備

(1) 内部統制の評価
(2) 有効性の評価
(3) 内部統制評価報告書の作成・報告

(1) 内部統制評価報告書の審査の目的
(2) 審査の計画
(3) 評価手続に係る記載の審査
(4) 評価結果に係る記載の審査
(5) 監査委員の審査意見
(6) 内部統制評価報告の審査とその他の監査等の関係

Ⅰ地方公共団体における内部統制の基本的枠組み

Ⅱ内部統制に関する方針

Ⅲ内部統制体制の整備

Ⅳ内部統制評価報告書の作成

Ⅴ監査委員による内部統制評価報告書の審査

内部統制制度ガイドラインのフレーム

 内部統制を円滑に導入するため、「地方公共団体における内部統制制度の
導入・実施ガイドライン」が示されています
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内部統制の不備

 内部統制ガイドラインによる「内部統制の不備」は次のとおりです

出所：地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン

【整備上の不備】
内部統制が存在しない、規定された方針が不十分、適用に運用されていない

【運用上の不備】
整備段階で意図した効果が得られておらず、結果として不適切な事項が発生
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内部統制制度に関係する議会の役割

 議会は、長から独立した立場で、これを監視する役割を担っており、
内部統制に関しても、議決事件（法第96条）に係る質疑や調査権
（法第100条）の行使等を通じて、地方公共団体の内部統制の枠外
から、統制環境に影響を与えるとともに、内部統制制度の整備状況
及び運用状況について監視を行い、必要に応じて改善を促すことが
求められている



地方公会計の取組とポイント
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地方公会計に関する取組み①
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時期 内容

1999～2000 地方公共団体の総合的な財政分析に関する研究会報告書
➢ 既存の決算情報を活用したバランスシート、行政コス

ト計算書等のモデルが示される

2005～2008 「新地方公会計制度研究会報告書」の公表
➢ 基準モデル、総務省方式改訂モデルによる財務4表の

作成手順が提示される

行政改革推進法施行（平成18年法律第47号）
➢ 資産・債務改革の推進を図る観点から、財務書類等の

作成が要請された

2007 「地方公共団体財政健全化法」の成立

「新地方公会計制度実務研究会報告書」の公表
➢ 財務書類の作成、資産評価に関する実務的な指針が示

される
➢ 複数の財務書類の作成モデルが示され、簡素化された

形での複式簿記の導入が認められており、固定資産台
帳についても段階的に整備することとされた



地方公会計に関する取組み②
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時期 内容

2000～2001 地方公会計の黎明期
既存の決算データを用いたバランスシート、行政コスト
計算書のモデルが示される

2005～2008 地方公会計の導入期
➢ 地方公共団体に財務書類等の作成が要請される
➢ 複数の財務書類の作成モデルが示され、簡素化された

形での複式簿記の導入が認められており、固定資産台
帳についても段階的に整備することとされた

2010～2014 地方公会計の統一的な基準の設定
➢ 固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財

務書類の作成に関する「統一的な基準」が示される

2015～2017 統一的な基準による地方公会計の整備要請期間

2018～2019 今後の財務情報の活用に向けた公表の在り方を検討

2021～ 財務書類の活用に向けた取り組みを推進
➢ 財務書類の作成の早期化、公会計と公共施設管理の連

携を推進していく
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 統一基準に基づく財務書類の議会報告等について

（出所：総務省 「統一的な基準による地方公会計マニュアル」Q&A集）

質問 回答

作成した財務書類等は、
監査委員の審議対象や議
会への報告事項となるの
でしょうか。

地方公共団体が作成する財務書類等については、監査委員による審査
や議会への報告が義務付けられているものではありませんが、前者は
財務書類等の正確性・信頼性の確保に資するものであり、後者は地方
議会の監視機能の向上に資するものであるため、いずれも有意義な取
組だと考えられます。

 統一基準に基づく財務書類から得られる情報の監査への活用

⚫ 財務書類からどのような課題（リスク）があるかが明らかになります
⚫ 財務書類全体としての合理性があるかが明らかになります
⚫ 財務書類から明らかになった課題（リスク）への対応策が適切に行われて

いるかが着眼点となります

財務書類等から得られる情報の活用



21出所：総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」 （令和元年８月改訂）P317



22出所：総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」 （令和元年８月改訂）P320



23出所：総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」 （令和元年８月改訂）P321



24出所：総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」 （令和元年８月改訂）P322



地方公営企業を取り巻く状況とポイント
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本講義に当たって参考にした資料

⚫公会計委員会研究報告第23号「地方公営企業の会計の論点と方向性」（2019年5月23日）

⚫公会計委員会研究報告第27号「地方公共団体包括外部監査に関する監査手続事例～公営企業編～」（2021年7月20日）

⚫総務省自治財政局公営企業課「地方公営企業会計制度の見直しについて」（平成25年（2013年）12月）

⚫その他関連する法令、総務省公表資料、日本公認会計士協会公会計委員会研究報告 等

凡例

⚫法：地方公営企業法（昭和27年法律第292号）

⚫令：地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）

⚫則：地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）



地方公営企業とは
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 地方公営企業と地方公営企業法

〇地方公共団体は、一般的な行政活動の他、地域住民の生活や地
域の発展に不可欠なサービスを提供する事業活動を実施している

例）水の供給、公共輸送、医療提供、下水処理
このような事業を行うために地方公共団体が経営する企業活動を
総称して「地方公営企業」という

〇地方公共団体の一般行政事務に要する経費は租税によって賄わ
れるのに対し、公営企業の経費は、提供する財貨又はサービスの
対価である 料金収入によって維持される

〇地方公営企業については、一般の行政事務を規律することを目
的として設けられた規定を適用すると、効率的・機動的な運営が
できないため、地方公営企業が企業としての経済性を発揮し、事
業の実態に即した運営ができるよう「地方公営企業法」が制定さ
れている



地方公営企業法の適用範囲
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出典：総務省ウェブサイト「地方公営企業会計の適用範囲」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000611453.pdf）

https://www.soumu.go.jp/main_content/000611453.pdf


地方公営企業の改革の流れ
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 公営企業の経営改革の推進

〇地方公営企業会計制度では、民間企業の会計基準に近い形と
されているが、制度導入当初より長らく見直しがされていなかった

〇公営企業を取り巻く状況変化、公営企業の抜本改革が必要な
状況にあること、民間の企業会計基準の見直しも進んだことから、
地方公営企業会計基準の大幅な見直しがなされた(2012)

〇各地方公営企業の経営改革を進めるために、より一層の
地方公営企業法の拡大の推進（2015~2023)、経営戦略の策定(2016~)、
抜本的な改革等が(2019~)進められている



公営企業における更なる経営改革
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出典：総務省全国都道府県・指定都市公営企業管理者会議（令和５年１月２４日開催）資料１ P22をもとに一部加工

概ね対応済

概ね対応済 対応中



補助金等により取得した固定資産の会計処理

40出典：総務省自治財政局公営企業課「地方公営企業会計制度の見直しについて」（平成25年12月）9ページ
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000266292.pdf）

https://www.soumu.go.jp/main_content/000266292.pdf


地方公営企業を取り巻く課題
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 一般会計からの繰り出し

■総務省では、繰出基準により繰出対象の経費と負担額の算定式を
示している（基準内繰入）
■各地方公共団体では、これに加えて公費で負担すべきと判断した
経費について繰入が行われている（基準外繰入）
■不採算事業では、実質的に赤字補てんと言えるような繰入金が計上
される場合がある

 資産老朽化の状況把握と今後の投資更新計画等の策定

■水道事業、下水道事業を中心として、今後の更新需要が高まる中で
将来の人口減少を見据え、必要な投資を行うことが求められる

■ダウンサイジングや広域での対応も検討する必要がある

 料金改定について

■経営戦略を策定したうえで、住民に対して状況を分かりやすく
説明し、料金改定（値上げ）を検討することが必要である



持続可能な財政運営に向けて
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 自治体業務の効率化等について一層の取組が必要であるが、
効率化・省力化が業務リスクの増大につながることがないよう、
内部統制などの仕組みの構築が求められる

 議会は、長から独立した立場で、内部統制に関しても、議決事件
（法第96条）に係る質疑や調査権（法第100条）の行使等を通じて、
統制環境に影響を与えるとともに、内部統制制度の整備状況及び
運用状況について監視を行い、必要に応じて改善を促すことが求
められる

 地方公共団体における業務・経営改革や見える化、広域化・共同
化、デジタル化、公営企業改革等 により、自治体の歳出効率化に
向けた取組は進展しつつあるが、引き続き踏み込んだ取組みが必
要である

 これらの取組に関して公表されている、議会審議においても会計
情報等を積極的かつ有効に活用していくことが期待されている
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